
（令和元事業年度決算の概要）

独立行政法人勤労者退職金共済機構
貸借対照表【要旨】
令和２年３月３１日現在 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 141,711
有価証券 312,162
金銭信託 2,344,623
未収収益 5,359
その他 341,565

　流動資産合計 3,145,420
Ⅱ　固定資産

1 有形固定資産 631
2 無形固定資産 812
3 投資その他の資産 3,188,158

　固定資産合計 3,189,600
　　　　　　資産合計 6,335,020
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払給付金 3,140
前受金 3,818
その他 139,022

　流動負債合計 145,979
Ⅱ　固定負債

共済契約準備金
支払備金 106,678
責任準備金 5,416,642 5,523,321

その他 198,245
　固定負債合計 5,721,565

　　　　　　負債合計 5,867,544
（純資産の部）
Ⅰ　資本金 2
Ⅱ　資本剰余金 △ 6
Ⅲ　利益剰余金 467,480
　　　　　純資産合計 467,476
　　　　　　負債純資産合計 6,335,020

独立行政法人勤労者退職金共済機構
損益計算書【要旨】
自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日　 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

経常費用
　 業務費

人件費 1,782
退職給付金等 430,026
運用費用等 41,417
支払備金繰入 4,187
責任準備金繰入 92,310
その他 3,143 572,866

一般管理費 1,096
その他 1,237

　経常費用合計 575,199

経常収益
運営費交付金収益 28
事業収益

掛金収入等 467,045
運用収入等 23,079
雑収入 23 490,147

補助金等収益 8,272
その他 85

　経常収益合計 498,532
　　経常損失 76,668

臨時損失
固定資産除却損 5
前期損益修正損 582
その他 16

  臨時損失合計 604

臨時利益
賞与引当金見返に係る収益 1
退職給付引当金見返に係る収益 15
臨時利益合計 16

当期純損失 77,255
前中期目標期間繰越積立金取崩額 78,070
当期総利益 815

科　目 金　額

科　目 金　額

資料２
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（令和元事業年度決算の概要）

独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定
貸借対照表【要旨】
令和２年３月３１日現在 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 107,289
有価証券 255,716
金銭信託 2,007,274
未収収益 3,914
その他 49

　流動資産合計 2,374,243
Ⅱ　固定資産

1 有形固定資産 410
2 無形固定資産 9
3 投資その他の資産 2,568,494

　固定資産合計 2,568,914
　　　　　　資産合計 4,943,156
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払給付金 1,943
前受金 3,818
その他 828

　流動負債合計 6,589
Ⅱ　固定負債

共済契約準備金
支払備金 103,172
責任準備金 4,457,616 4,560,788

その他 1,690
　固定負債合計 4,562,478

　　　　　　負債合計 4,569,067
（純資産の部）
Ⅰ　資本剰余金
　　 その他行政コスト累計額

減損損失相当累計額 △ 4
除売却差額相当累計額 △ 1

　資本剰余金合計 △ 5
Ⅱ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 374,201
当期未処理損失 △ 107

　利益剰余金合計 374,094
　　　　　　純資産合計 374,089
　　　　　　　負債純資産合計 4,943,156

独立行政法人勤労者退職金共済機構　一般の中小企業退職金共済事業等勘定
損益計算書【要旨】
自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日　 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

経常費用
業務費

人件費 1,312
退職給付金等 377,666
運用費用等 31,404
支払備金繰入 3,742
責任準備金繰入 71,634
その他 2,176 487,933

一般管理費 443
その他 2

　経常費用合計 488,379

経常収益
事業収益

掛金収入等 410,594
運用収入等 15,637
雑収入 5 426,236

補助金等収益 6,865
その他 24

　経常収益合計 433,125
　　経常損失 55,254

臨時損失
固定資産除却損 3
前期損益修正損 582

　臨時損失合計 586

当期純損失 55,840
前中期目標期間繰越積立金取崩額 55,833
当期総損失 7

科　目 金　額

（うち当期総損失　７)

科　目 金　額
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（令和元事業年度決算の概要）

独立行政法人勤労者退職金共済機構 　建設業退職金共済事業等勘定
貸借対照表【要旨】
令和２年３月３１日現在 （単位：百万円、単位未満四捨五入）
科　目
（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 27,559
有価証券 55,504
金銭信託 331,076
未収収益 888
その他 3

　流動資産合計 415,031
Ⅱ　固定資産

1 有形固定資産 160
2 無形固定資産 540
3 投資その他の資産 609,008

　固定資産合計 609,708
　　　　　　資産合計 1,024,739
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払給付金 1,149
未払費用 148
その他 457

　流動負債合計 1,754
Ⅱ　固定負債

共済契約準備金
支払備金 3,416
責任準備金 941,835 945,251

その他 942
　固定負債合計 946,193

　　　　　　負債合計 947,947
（純資産の部）
Ⅰ　資本剰余金
　　 その他行政コスト累計額

減損損失相当累計額 △ 1
　資本剰余金合計 △ 1

Ⅱ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 76,397
積立金 10
当期未処分利益 386

　利益剰余金合計 76,792
　　　　　純資産合計 76,791
　　　　　　負債純資産合計 1,024,739

独立行政法人勤労者退職金共済機構　建設業退職金共済事業等勘定
損益計算書【要旨】
自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日　 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

科　目
経常費用

業務費
人件費 399
退職給付金等 52,881
運用費用 8,162
業務委託費 1,306
支払備金繰入 428
責任準備金繰入 20,684
その他 765 84,625

一般管理費 322
その他 2

　経常費用合計 84,949

経常収益
事業収益

掛金収入等 57,001
運用収入等 4,818
雑収入 14 61,834

補助金等収益 1,266
その他 0

　経常収益合計 63,100
　　経常損失 21,850

臨時損失
固定資産除却損 1

　臨時損失合計 1

当期純損失 21,851
前中期目標期間繰越積立金取崩額 22,237
当期総利益 386

(うち当期総利益 386)

3



（令和元事業年度決算の概要）

独立行政法人勤労者退職金共済機構 　清酒製造業退職金共済事業等勘定
貸借対照表【要旨】
令和２年３月３１日現在 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 775
有価証券 241
金銭信託 882
未収収益 2
その他 0

　流動資産合計 1,900
Ⅱ　固定資産

1 有形固定資産 1
2 無形固定資産 1
3 投資その他の資産 2,411

　固定資産合計 2,413
　　　　　　資産合計 4,312
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

預り補助金等 5
未払給付金 5
未払費用 2
その他 4

　流動負債合計 17
Ⅱ　固定負債

共済契約準備金
支払備金 8
責任準備金 1,450 1,458

その他 92
　固定負債合計 1,551

　　　　　　負債合計 1,567
（純資産の部）
Ⅰ　資本剰余金
　　 その他行政コスト累計額

減損損失相当累計額 △ 0
　資本剰余金合計 △ 0

Ⅱ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 2,655
積立金 185
当期未処理損失 △ 95

　利益剰余金合計 2,745
　　　　　純資産合計 2,745
　　　　　　負債純資産合計 4,312

独立行政法人勤労者退職金共済機構　清酒製造業退職金共済事業等勘定
損益計算書【要旨】
自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日　 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

経常費用
業務費

人件費 35
退職給付金等 140
運用費用 28
支払備金繰入 6
業務委託費 8
その他 26 243

一般管理費 4
その他 0

　経常費用合計 247

経常収益
事業収益

掛金収入等 55
運用収入等 7 62

補助金等収益 16
責任準備金戻入 74
その他 0

　経常収益合計 152
　　経常損失 95

臨時損失
固定資産除却損 0

　臨時損失合計 0

当期純損失 95
当期総損失 95

科　目 金　額

科　目 金　額

(うち当期総損失 95)
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（令和元事業年度決算の概要）

独立行政法人勤労者退職金共済機構 　林業退職金共済事業等勘定
貸借対照表【要旨】
令和２年３月３１日現在 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 1,026
有価証券 700
金銭信託 5,391
未収収益 9
その他 0

　流動資産合計 7,126
Ⅱ　固定資産

1 有形固定資産 2
2 無形固定資産 6
3 投資その他の資産 8,107

　固定資産合計 8,115
　　　　　　資産合計 15,240
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

預り補助金等 3
未払給付金 43
その他 7

　流動負債合計 53
Ⅱ　固定負債

共済契約準備金
支払備金 83
責任準備金 15,740 15,823

その他 77
　固定負債合計 15,900

　　　　　　負債合計 15,953
（純資産の部）
Ⅰ　資本剰余金
　　 その他行政コスト累計額

減損損失相当累計額 △ 0
　資本剰余金合計 △ 0

Ⅱ　繰越欠損金
当期未処理損失 △ 713

　繰越欠損金合計 △ 713
　　　　　純資産合計 △ 713
　　　　　　負債純資産合計 15,240

独立行政法人勤労者退職金共済機構　林業退職金共済事業等勘定
損益計算書【要旨】
自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日　 （単位：百万円、単位未満四捨五入）

経常費用
業務費

人件費 36
退職給付金等 1,497
運用費用 83
業務委託費 26
支払備金繰入 11
責任準備金繰入 66
その他 36 1,755

一般管理費 19
その他 0

　経常費用合計 1,774

経常収益
事業収益

掛金収入等 1,552
運用収入等 46 1,598

補助金等収益 76
その他 10

　経常収益合計 1,685
　　経常損失 90

臨時損失
固定資産除却損 0

　臨時損失合計 0

当期純損失 90
当期総損失 90

科　目 金　額

科　目 金　額

（うち当期総損失　90）
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独立行政法人勤労者退職金共済機構の決算が確定するまでの流れ 

 

○  独立行政法人は、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度の終了後

３ヶ月以内に主務大臣に提出し、その承認を受けなければならない。（独立

行政法人通則法第 38 条第１項） 

 

 

 
令和２年６月 30 日  

・ 独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機構」という。）が厚生労

働大臣に財務諸表を提出。 

 

令和２年７月６日 

・厚生労働大臣が機構に対して財務諸表を承認する旨通知。  
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